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1.はじめに

　私共、鹿児島県医療勤務環境改善支援
センターのアドバイザーが、電話での助
言、訪問助言の際に、「36協定とは何で
すか」との質問を受けます。特に「働き方
改革」が叫ばれ、「時間外労働の上限規
制」が2019年4月に施行されてからは、も
っと深く知りたいといった要望が多いよ
うです。すでに理解されている方も多い
かと思いますが、今回は基本事項や注意
点、届出等についてご説明いたします。

2.36協定の締結、届出がないと法律違反

　労働基準法では、労働時間について原
則として1日8時間・1週40時間以内とい
う限度を定め(労基法第32条)、これを超
えて労働させた場合は処罰の対象となる
と定めています（労基法第119条第1項）。
また、休日については、週休制の原則（又
は4週4休制）を定めています（労基法第35
条）。
　しかしながら、業務の都合でこの原則
では対応できない事態が発生する場合が
あります。災害その他避けることができ
ない事由が発生した場合、労働基準監督
署長の許可を要件として、時間外労働及
び休日労働を認めています（労基法第33
条）。
　この非常災害時以外の時間外労働、休
日労働の必要性があることを考慮して労

使協定（これを一般に36（サブロク）協定

という）を締結し、労働基準監督署に届
け出る（36協定届）ことを要件として、法
定労働時間を超える時間外労働及び法定
休日における休日労働を認めています（労
基法第36条）。この36条をとって、サブ
ロク協定と言っています。

3.36協定による労働について

⑴割増賃金の支払いが必要です
　・時間外労働
　　…�通常の労働時間・日の賃金の2割5

分増し以上
　　…�1ヶ月60時間を超えた場合、超えた

時間を5割増し以上
　　　（中小企業は2023年3月まで適用を猶予）
　・法定休日の労働…3割5分増し以上
⑵対象者は
　・�18歳未満の年少者は、時間外・休日

労働共に認められません
　・�女性は、時間外労働、休日労働、深

夜労働も可能（1999年4月より）
⑶時間外労働の上限
　これまでの上限は、罰則による強制力が
なく、また特別条項を設けることで上限な
く時間外労働を行わせることが可能となっ
ていました。今回の改正により、罰則付き
の上限が法律に規定され、さらに、臨時の
特別な事情がある場合にも上回ることので
きない上限が設けられました。
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　医師以外の職員はこの規制を受けます
が、医師については2024年3月31日まで
猶予されます。2024年4月1日以降の医師

の具体的上限については下図の通りにな
っています。
 

4.36協定届の新様式

　今回の法改正により法律に時間外労働
の上限が規定されたため、36協定で定め
る事項が変わり、様式も変わりました。
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5.36協定締結における労働者の過半数

代表者の要件

　労働基準法で規定する各種労使協定の労
働者側の協定当事者は、事業場の過半数で
組織する労働組合がある場合はその労働組
合、組合のない場合等は事業場の労働者の
過半数を代表する者となっています。
　労働者の過半数を代表する者とは、次の
いずれにも該当する者です。
・�監督または管理の地位にある者でない
こと

・�協定締結のための労働者代表の選出で
あることを明らかにして実施される投
票、挙手等の手続きにより選出された者
であること、これにつきましては今回、
使用者の意向に基づき選出された者でな
いことという文言が追加されました。

6.労働時間状況の把握

　36協定に関連して、2018年公布の働き
方改革関連法により労働安全衛生法が改
正され、事業者は、労働者の労働時間の
状況を把握しなければならないことが法
律に明記されました。この労働時間の把
握方法は、タイムカードによる記録、パ

ーソナルコンピューター等の電子計算機
の使用時間の記録等の客観的な方法、そ
の他の適切な方法によらなければならな
いとされています。どのように管理する
かも重要な事項となってきました。

7.最後に

　36協定（届）は時間外労働・休日労働を
させることができるというだけでなく、
長時間労働の是正や過重労働対策につい
ての重要な協定です。2019年4月以降、罰
則付きとなった時間外労働の上限規制が
始まりました。2019年度は改正労基法の
スタートとの位置づけで、改正の周知、定
着がなされましたが、中小企業も対象と
なった2020年度からは労働基準監督署等
も本格的に動き出し、罰則の発動も予想
されます。
　今一度、ご自分の病医院の36協定の内容
と労働時間がその範囲内で運用されている
か、自己点検されてはいかがでしょうか。
　鹿児島県医療勤務環境改善支援センタ
ーでは、電話相談、訪問支援等をさせて
いただいておりますので、お気軽にご相
談ください。

＊�医師の業務についての36協定は、現在、様式第9号の４（適用猶予期間中における、
適用猶予・業務に係る時間外・休日労働を行わせる場合）で提出を行います。


